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※会員かどうか記入のない場合は、非会員扱いとなりますのでご注意願います。
※本科コースについては、銀行振込か得意先コードのいずれかの支払い方法のみとなります。
※講師及び日程等は、カリキュラム編成等の都合により、一部変更することがあります。
※お支払いは、請求書到着後でお願い致します。
※講座開催の前日を起算日として５営業日より前ならばキャンセルできます。それ以降のキャンセルはできかねますので予めご了承ください。
※講座開催日の１０日前頃に聴講券、納品書、又は請求書等を郵送いたします。当日は聴講券をご持参のうえ、ご来場ください。

一般 ・ 法人会員 ・ 個人会員： 　　　　　　　地域発明協会
当日現金 ・ 銀行振込 ・ 得意先コード（総合管理請求書）

種  別

金  額 円 = 　 　 　 　 × 　 　 名

該当に○印をし、金額をご記入ください。

支  払
方  法

（「得意先コード」をご選択の場合にご記入ください。） 
　　　　　（このコードは会員コードではございません）

得意先
コードNo.

- -

講 座 申 込 書
一般社団法人  発明推進協会  知的財産研究センター  研修チーム行 （FAX：03-3506-8788） （お申し込み年月日） 平成     年     月     日

●住所 〒105-0001 東京都港区虎ノ門２-9-1４
●電話 03（3502）5439　●FAX 03（3506）8788　●Eメール：kouza-form@jiii.or.jp

一般社団法人 発明推進協会 研修ルーム（発明会館７階）会

　場

今後、E-mailにて知的財産権講座に関するご案内を送付させていただきます。
ご不要な方は、チェックをお付け下さい。
メール不要□
（一般社団法人発明推進協会は、個人情報の重要性を認識し、適切な保護に努めます。）
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知財業務
経験年数E-mail部 署 名会 社 名受講者名（ふりがな）講座名開催日

2014⑫

◆近年、各企業における技術力の進歩に伴
い、発明や特許の出願が数日違いで起こっ
ており、その差は今後さらに短くなってい
くと予想されています。�
◆そういった競争の激化が一層高まる中、
新たな考え方及び運用を行っている事例が
ございます。�
◆それは、膨大なコストや手間を掛け開発
技術の全てを特許申請するのではなく、自
分達が「いつ」その技術を開発したかとい
う「非常に重要なファクター」を簡易的に
証明可能にしておくというものです。�
◆この考え方及び運用に関し、「知財デー
タの証拠性確保に利用されるタイムスタン
プ」とのテーマにてセミナーを開催いたし
ます。�

◆当日は各社様のノウハウ保護方法や営業
秘密情報管理の利用事例も多くご紹介して
おりますので参加ご検討よろしくお願いい
たします。�

知 財 実 務 エ キ ス パ ー ト へ の 道

知財データの証拠性確保に利用されるタイムスタンプ
～導入各企業の事例紹介～ �

◆会　場：発明会館７階　研修ルーム　
··············································································································
◆定　員：先着５０名（※事前申し込み制）
································································································
◆受講料：会員：0 円（無料）

一般 5,000 円　（消費税 8％込み）
※会員：( 一社 ) 発明推進協会、( 公社 ) 発明協会、各地域の発明協会のいずれかの会員

平成26年12月19日（金）14：00~17：00 講師

北村　光司  氏 
Seiju 国際知財事務所
所長・弁理士

山口　　学  氏 
アマノビジネスソリューションズ株式会社
ＴＢＰ事業推進部

【主催】一般社団法人発明推進協会
【協力】 アマノビジネスソリューションズ株式会社

難易度

初中級

会員向け無料セミナー！
12月の「特別企画講座」

<講義内容>
●タイムスタンプの仕組み
●電子公証との違いについて
●タイムスタンプサービスのソフトウェアについて
（１）�サーバー型ソフトウェア活用
（２）�サーバー型活用事例
（３）�クライアント型ソフトウェア活用
（４）�クライアント型ソフトウェア活用事例
●日付証明トピックス
●知財戦略とタイムスタンプ
（1）営業秘密と特許出願
（2）公知資料及び先使用権の確保
（3）部門間の連携


